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29 原機（も）第 355 号 

平成 29 年 12 月 6 日 

原子力規制委員会殿 

住 所  茨城県那珂郡東海村大字舟石川 765 番地 1 

申  請  者  名  国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

代表者の氏名 理 事 長   児 玉 敏 雄 

高速増殖原型炉もんじゅ原子炉施設 

廃止措置計画認可申請書 

 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第 43 条の 3 の 33

第 2 項の規定に基づき、下記のとおり高速増殖原型炉もんじゅ原子炉施設の

廃止措置計画認可の申請をいたします。 

記 

一 氏名又は名称及び住所並びに代表者の氏名 

氏名又は名称 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

住    所 茨城県那珂郡東海村大字舟石川 765 番地 1 

代表者の氏名 理事長 児玉 敏雄 

二 廃止措置に係る工場又は事業所の名称及び所在地 

名 称 高速増殖原型炉もんじゅ 

所 在 地 福井県敦賀市白木 2 丁目 1 番地 

三 廃止措置の対象となる発電用原子炉の名称 

名    称 高速増殖原型炉もんじゅ 
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四 廃止措置対象施設及びその敷地 

1．廃止措置対象施設の範囲及びその敷地 

(1) 廃止措置対象施設 

廃止措置対象施設は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関

する法律（昭和 32 年法律第 166 号。以下「原子炉等規制法」という。）

に基づき、原子炉設置許可及び原子炉設置変更許可（以下「原子炉設置

許可等」という。）を受けた高速増殖原型炉もんじゅ原子炉施設（以下「も

んじゅ」という。）である。 

もんじゅの原子炉設置許可等の経緯を第 4-1 表に、廃止措置対象施設

を第 4-2 表に示す。 

(2) 廃止措置対象施設の敷地 

もんじゅの敷地は、敦賀半島の北端に位置し、福井県敦賀市白木に属

する。敷地は、日本海に面した丘陵部にあり、北東から南西にかけて海

岸線が形成されている。地質は主として花崗岩類から成る。敷地の面積

は、約 108 万 m2である。 

廃止措置対象施設の敷地を第 4-1 図に示す。 

 

2．廃止措置対象施設の状況 

(1) 廃止措置対象施設の概要 

もんじゅは、プルトニウム・ウラン混合酸化物燃料ナトリウム冷却高

速中性子型原子炉（高速炉）であり、熱出力は 714 MW である。 

(2) 廃止措置対象施設の試運転履歴 

もんじゅは、昭和 58 年 5 月 27 日に原子炉設置許可を受け、平成 4 年

12 月 17 日より性能試験を開始したが、平成 7 年 12 月 8 日に２次主冷却

系にてナトリウム漏えいが発生し、性能試験を中断した。その後、平成

22 年 5 月 6 日に性能試験を再開し、平成 22 年 7 月 22 日に 3 段階で進め

る性能試験のうちの第 1 段階の炉心確認試験を終了した。 
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(3) 廃止措置対象施設の状況 

a．現在のプラント状態 

現在のもんじゅは、原子炉に燃料体、制御棒等が挿入され低温停止

中である。 

b．燃料体の保有状況 

現在、炉心に 370 体、新燃料貯蔵設備に 6 体、炉外燃料貯蔵槽に 160

体及び燃料池に 2 体の燃料体を保有している。また、国立研究開発法

人日本原子力研究開発機構（以下「機構」という。）の核燃料サイクル

工学研究所等のもんじゅ敷地外において 108 体の燃料体を保有してい

る。 

c．放射性廃棄物の状況 

放射性廃棄物のうち、放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物につ

いては、原子炉設置許可等を受けた方法に従って処理を行い、放出し

ている。 

放射性固体廃棄物については、原子炉設置許可等を受けた方法に従

って、放射性固体廃棄物の種類に応じた処理を施した上で、廃棄施設

に貯蔵保管している。 

d．廃止措置対象施設の汚染状況 

原子炉を 250 日（定格出力換算で約 40 日間）運転しており、設備及

び建物の一部が放射性物質によって汚染されている。 

これらの区域については、国立研究開発法人日本原子力研究開発機

構高速増殖原型炉もんじゅ原子炉施設保安規定（以下「保安規定」と

いう。）に従い、管理区域に設定して管理している。 

廃止措置対象施設の管理区域全体図を第 4-2 図に示す。 
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第 4-1 表 原子炉設置許可等の経緯 (1/2) 

許可年月日 許可番号 変更の理由 

昭和58年5月27日 58安（原規）第75号 ― 

昭和61年3月25日 61安（原規）第52号 研究開発の成果及び詳細設

計の検討結果に基づき、下記

の設備等を変更する。 

(1) ２次主冷却系循環ポンプ 

(2) １次アルゴンガス系設備 

(3) コンクリート冷却設備 

(4) 固体廃棄物の廃棄設備 

昭和62年2月6日 61安（原規）第201号 (1) 環境への放射性物質の放

出量を低減するため、保護

衣類の洗濯方式を変更す

ることに伴い洗濯廃液処

理系統等を変更するとと

もに、運転保守性の向上を

図るため、設備廃液及び建

物ドレン処理系統の一部

を変更する。 

(2) 軽水炉等の使用実績に基

づき、非常用照明のうちの

直流非常灯の給電形式を

変更することに伴い、非常

用電源設備の蓄電池の主

要負荷の一部を変更する。 

平成3年2月19日 ２安（原規）第730号 炉心の中性子束測定を行う

ため、試験用集合体を追加す

る。 
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第 4-1 表 原子炉設置許可等の経緯 (2/2) 

許可年月日 許可番号 変更の理由 

平成14年12月26日 平成13･06･06原第1号 (1) 空気雰囲気下でのナトリ

ウム漏えいに伴う火災に対

する影響緩和機能の充実、

強化を図るため、２次ナト

リウム補助設備の一部を変

更する。 

(2) 蒸気発生器伝熱管からの

ナトリウム中への水漏えい

検出機能に対する信頼性向

上を図るため、プロセス計

装の一部を変更する。 

平成20年2月19日 平成18･10･13原第4号 (1) 性能試験を実施するため、

初装荷燃料を変更する。 

(2) 炉心燃料のウランに回収

ウラン等を使用できるよう

にするため、ウラン 235 含

有率を変更する。 
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第 4-2 表 廃止措置対象施設 (1/4) 

施設区分 設備等の区分 設備（建物）名称 

原子炉施設

の一般構造 

主要な施設 原子炉建物 

原子炉補助建物 

原子炉本体 炉心 炉内構造物 

燃料体 炉心燃料集合体 

ブランケット燃料集合体 

試験用集合体 

原子炉容器 原子炉容器 

放射線しゃへい体 中性子しゃへい体 

しゃへいプラグ 

原子炉容器室壁 

その他の主要な事

項 

原子炉容器ガードベッセル 

核燃料物質

の取扱施設

及び貯蔵施

設 

核燃料物質取扱設

備 

燃料交換設備 

燃料出入設備 

燃料検査設備 

燃料処理設備 

燃料搬出設備 

核燃料物質貯蔵設

備 

新燃料貯蔵設備 

使用済燃料貯蔵設備 

原子炉冷却

系統施設 

一次冷却設備 １次主冷却系中間熱交換器 

１次主冷却系循環ポンプ 

１次主冷却系配管 

予熱設備 

二次冷却設備 蒸気発生器設備 

２次主冷却系循環ポンプ 

２次主冷却系配管 

予熱設備 
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第 4-2 表 廃止措置対象施設 (2/4) 

施設区分 設備等の区分 設備（建物）名称 

原子炉冷却

系統施設 

非常用冷却設備 補助冷却設備 

その他の主要な事

項 

タービン及び付属設備 

１次ナトリウム補助設備 

２次ナトリウム補助設備 

１次アルゴンガス系設備 

２次アルゴンガス系設備 

メンテナンス冷却系設備 

原子炉補機冷却水設備 

機器冷却系設備 

計測制御系

統施設 

計装 核計装 

原子炉計装 

プロセス計装 

安全保護回路 原子炉停止回路 

その他の主要な安全保護回路 

制御設備 制御材 

制御材駆動設備 

非常用制御設備 後備炉停止棒駆動機構 

その他の主要な事

項 

原子炉制御設備 

制御棒引抜き阻止 

セットバック 

警報装置 

中央制御室 
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第 4-2 表 廃止措置対象施設 (3/4) 

施設区分 設備等の区分 設備（建物）名称 

放射性廃棄

物の廃棄施

設 

気体廃棄物の廃棄

施設 

廃ガス圧縮機 

廃ガス貯槽 

活性炭吸着塔装置 

排気筒 

液体廃棄物の廃棄

設備 

廃液受入タンク 

洗濯廃液受入タンク 

廃液蒸発濃縮装置 

凝縮液タンク 

脱塩塔 

廃液モニタタンク 

洗濯廃液モニタタンク 

放水口 

固体廃棄物の廃棄

設備 

粒状廃樹脂タンク 

粉末廃樹脂タンク 

廃液濃縮液タンク 

プラスチック固化装置 

ベイラ 

固体廃棄物貯蔵庫 

固体廃棄物貯蔵プール 

放射線管理

施設 

屋内管理用の主要

な設備 

放射線監視設備 

放射線管理関係設備 

屋外管理用の主要

な設備 

排気筒モニタ 

排水モニタ 

気象観測設備 

固定モニタリング設備 

モニタリングカー 

環境放射能測定装置 
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第 4-2 表 廃止措置対象施設 (4/4) 

施設区分 設備等の区分 設備（建物）名称 

原子炉格納

施設 

原子炉格納施設 原子炉格納容器 

外部しゃへい建物 

その他の主要な事

項 

アニュラス循環排気装置 

その他原子

炉の附属施

設 

非常用電源設備 受電系統 

ディーゼル発電機 

蓄電池 

その他の主要な事

項 

原子炉格納施設換気空調設備 

原子炉格納施設窒素雰囲気調節設備 

原子炉補助建物換気空調設備 

メンテナンス・廃棄物処理建物換気装置 

共通保修設備 
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五 廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設及びその解体の方法  

1．廃止措置対象施設のうち解体の対象となる施設 

解体の対象となる施設（以下「解体対象施設」という。）は、第 4-2 表に

示す廃止措置対象施設のうち、放射性物質による汚染のないことが確認さ

れた地下建物、地下構造物及び建物基礎を除く全てである。 

 

2．廃止措置の基本方針 

廃止措置の実施に当たっては、法令等を遵守することはもとより、安全

の確保を最優先に、周辺公衆及び放射線業務従事者の放射線被ばく線量並

びに放射性廃棄物発生量の低減に努め、保安のために必要な性能を維持管

理しつつ着実に進める。また、廃止措置期間中の保安活動及び品質保証に

関して必要な事項については、保安規定に定めて実施する。 

炉心から燃料体を取り出すまでの期間における運転停止に関する恒久的

な措置として、原子炉モードスイッチを「運転」及び「起動」に切替えで

きないよう機械的措置を講じるとともに、現在挿入されている制御棒を炉

心から引き抜くことをできなくするために、制御棒と制御棒駆動軸とを機

械的に切り離し、さらに制御棒駆動装置への電源供給ケーブルを切り離す

措置を講じる。 

炉心から燃料体を取り出した後における運転停止に関する恒久的な措置

として、原子炉モードスイッチを「運転」及び「起動」に切替えできない

機械的措置を継続するとともに、燃料体を炉心へ再装荷できないようにす

る措置を講じる。 

廃止措置期間中の保安のために必要な施設については、その機能及び性

能を廃止措置の進捗に応じて維持管理する。放射性物質を内包する系統及

び設備を収納する建物及び構築物は、これらの系統及び設備を撤去するま

での期間、放射性物質の外部への漏えいを防止するための障壁及び放射線

遮蔽体としての機能を維持管理する。放射性廃棄物の廃棄施設は、廃止措
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置対象施設から発生する放射性廃棄物を廃棄するまでの期間、処理機能を

維持管理する。その他、これら機能の確保に関連する放射線管理施設、換

気設備、電源設備等の必要となる機能を維持管理する。 

周辺公衆及び放射線業務従事者の放射線被ばく線量の低減については、

放射線業務従事者の被ばく線量が、核原料物質又は核燃料物質の製錬の事

業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示（平成 27 年 8

月 31 日原子力規制委員会告示第 8 号。以下「線量告示」という。）に定め

られている線量限度を超えないことはもとより、合理的に達成可能な限り

低減するよう、汚染の除去、時間的減衰及び遠隔装置の活用並びに汚染拡

大防止措置等を講じた解体撤去の手順及び工法を策定する。 

廃止措置で実施する各作業については、上記の被ばく線量低減対策のほ

か、高所作業対策、特定化学物質等有害物対策、感電防止対策、粉じん障

害対策、酸欠防止対策、騒音防止対策等の労働災害防止対策を含めたリス

クアセスメントを実施し、リスクレベルに応じたリスク低減対策を講じる。 

なお、廃止措置で必要となる工事や試料採取等を実施する場合は、安全

確保上必要な機能に影響を与えないことを確認したうえで実施する。  

廃止措置に係る作業を組織的に安全かつ計画的に遂行するため、もんじ

ゅ内に工程管理体制を構築する。工程管理に関する詳細な対応については、

「十一 廃止措置の工程」に示す。 

放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物については、周辺公衆の被ばく

線量を合理的に達成可能な限り低減するように、処理に必要となる設備の

性能を維持しながら管理放出するとともに、周辺環境に対する放射線モニ

タリングを保安規定に基づき行う。また、放射性物質により汚染された設

備の解体撤去に当たっては、放射性物質による汚染を効果的に除去するこ

とにより、放射性固体廃棄物の発生量や放射能レベルを低減する。発生し

た放射性固体廃棄物は廃止措置の終了までに廃棄事業者の廃棄施設に廃棄

する。系統内に残留しているナトリウムに関しては、系統内から抜き取り、
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処理・処分を行う。ナトリウムの処理・処分の方法については、燃料体の

取出し完了までに政府が結論を得る計画を踏まえ、廃止措置計画に反映し

て変更認可を受ける。 

 

3．廃止措置の実施区分 

廃止措置は、廃止措置期間全体を 4 段階（燃料体取出し期間、解体準備

期間、廃止措置期間Ⅰ、廃止措置期間Ⅱ）に区分し、安全性を確保しつつ

次の段階へ進むための準備をしながら着実に進める。廃止措置の全体工程

について「十一 廃止措置の工程」に、廃止措置の実施区分を第 5-1 表に

示す。 

廃止措置における早期のリスク低減を図るため、燃料体の取出しを最優

先に実施することとし、今回の申請では、第 1 段階の燃料体取出し期間に

行う具体的な作業について記載する。第 2 段階以降に行う具体的事項につ

いては、廃止措置計画に反映して変更認可を受ける。 

 

4．第 1 段階に行う解体の方法  

(1) ２次系ナトリウムの抜取り 

ナトリウム漏えいリスクを低減するため、２次主冷却系設備、補助冷

却設備、２次ナトリウム補助設備及び２次メンテナンス冷却系設備のナ

トリウムを既設のオーバフロータンク及びダンプタンクにドレンする。

また、既設のオーバフロータンク及びダンプタンクの容量を超える２次

系ナトリウムについては、原子炉補助建物内に設置する一時保管用タン

クにドレンする。 

ドレンの手順については、2 ループ分のナトリウムをオーバフロータ

ンク及びダンプタンクにドレン後、タンク内の一部（約 40 m3）のナト

リウムを、一時保管用タンクに移送する。一時保管用タンクへの移送が

完了後、残りの 1 ループ分のナトリウムをオーバフロータンク及びダン
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プタンクにドレンする。 

なお、１次系ナトリウム等、２次系ナトリウム以外のナトリウムの抜

取り方法及び時期については、第 1 段階において検討することとし、廃

止措置計画に反映して変更認可を受ける。 

(2) 燃料体の取出し 

炉心に装荷されている燃料体を第 11-2 図の工程に従い取り出す。炉心

から取り出した燃料体については、炉外燃料貯蔵槽に一時的に貯蔵した

後、燃料洗浄設備において付着したナトリウムを蒸気及び水によって洗

浄し、燃料池の貯蔵ラックに貯蔵する。また、燃料体を取り出した後の

炉心位置には、燃料体の取出しを安全かつ確実に行うために、燃料体の

形状、重量等を模擬した模擬燃料体を必要に応じて装荷する。 

なお、炉心から燃料体を取り出す前に、現在、炉外燃料貯蔵槽に貯蔵

している燃料体を取り出し、洗浄して燃料池へ移送する。 

以上の作業を行い、燃料体の取出しを完了する。 

(3) 放射能の調査及び評価 

もんじゅでは、炉心周辺の一部構造材料及び１次冷却材が放射化して

いる。また、その他施設内の機器・配管等の内面について、放射性物質

の総量としては小さいものの、放射性物質が残留している。 

解体撤去作業における放射線業務従事者の被ばく低減及び放射性廃棄

物の放射能レベル低減を目的として、施設内に残存している放射能の状

況に関する調査及び評価を第 1 段階及び第 2 段階に行う。第 1 段階にお

いては、主に１次主冷却系における放射能について調査及び評価を実施

する。 

(4) 各作業に係る安全管理上の措置及び作業工程 

(1)から(3)の各作業に係る安全管理上の措置を第 5-2 表に、作業工程を

「十一 廃止措置の工程」に示す。 
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5．第 2 段階以降に行う解体の方法 

第 2 段階においては、放射能の調査及び評価を継続するとともに、ナト

リウム機器の解体準備及び水・蒸気系等発電設備の解体撤去に着手する。

第 3 段階においては、水・蒸気系等発電設備の解体撤去を継続するととも

に、ナトリウム機器の解体撤去を行う。第 4 段階においては、管理区域の

解除及び建物等の解体撤去を行う。これらの具体的な作業の方法について

は、廃止措置計画に反映して変更認可を受ける。 
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第 5-1 表 廃止措置の実施区分 

区分 主な実施事項 

第 1 段階 

燃料体取出し期間 

・２次系ナトリウムの抜取り 

・燃料体の取出し 

・放射能の調査及び評価 

第 2 段階 

解体準備期間 

・放射能の調査及び評価（継続） 

・ナトリウム機器の解体準備 

・水・蒸気系等発電設備の解体撤去 

第 3 段階 

廃止措置期間Ⅰ 

・水・蒸気系等発電設備の解体撤去（継

続） 

・ナトリウム機器の解体撤去 

第 4 段階 

廃止措置期間Ⅱ 

・管理区域の解除 

・建物等解体撤去 

 



 

 

 

1
8
 

 

第 5-2 表 第 1 段階において実施する作業に係る安全管理上の措置  

作業件名  作業場所  安全管理上の措置  

２次系ナトリ

ウムの抜取り  

原子炉建物及び原子炉補

助建物  

・ナトリウムバウンダリを開放する際、防炎シート等を敷き、ナト

リウムの飛散を防止する。また、脱落したナトリウムを収納する

専用保管容器を準備する。  

・ナトリウムバウンダリを開放する際、作業者は保護具を着用し、

ナトリウムの飛散による火傷等を防止する。  

・タンクにドレンする際にはタンク容量の上限を超えないように管

理する。  

燃料体の取出

し  

原子炉建物、原子炉補助建

物及びメンテナンス廃棄

物処理建物  

・作業者の習熟や操作ミス防止のため、作業者の机上教育や模擬訓

練を実施する。  

・故障リスク低減のため、燃料取扱設備の点検を確実に実施する。  

・臨界防止のため、燃料体取出しが完了するまで、炉心から制御棒

集合体を取り出さない。  

放射能の調査

及び評価  

原子炉建物、原子炉補助建

物及びメンテナンス廃棄

物処理建物、固体廃棄物貯

蔵庫  

・代表試料採取時には汚染拡大防止措置を講じる。  

・高所の試料採取時には足場設置等の安全対策を講じる。  

・試料採取場所の状況に応じた防保護具の着用等、被ばく低減対策

を講じる。  
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六．性能維持施設  

1．廃止措置期間中に性能を維持する発電用原子炉施設  

廃止措置期間中に性能を維持する発電用原子炉施設（以下「性能

維持施設」という。）は、原子炉設置許可等及び工事計画認可等既往

の許認可を受けた施設並びに緊急安全対策として整備した施設から、

炉心及び炉外燃料貯蔵槽（以下「炉心等」という。）からの燃料体取

出し、周辺公衆及び放射線業務従事者の被ばく線量の低減、ナトリ

ウム火災の防止等の観点から維持する機能並びに性能を有する施設

を抽出する。  

炉心等から燃料体を取り出すための燃料交換設備及び燃料処理設

備について、燃料を安全に取り扱う機能を維持する。また、炉心か

ら燃料体を取り出すには、原子炉容器のナトリウム液位を通常液位

（NsL：Normal Sodium Level）に保つ必要があるため、原子炉容器

及び１次主冷却系設備について、ナトリウムを保持する機能及びナ

トリウム酸化防止機能を維持する。  

なお、その他ナトリウムを内包する設備については、ナトリウム

を保持する機能及びナトリウム酸化防止機能を、ナトリウムをタン

ク等に固化するまで維持する。  

水中燃料貯蔵設備について、炉心等から取り出した燃料体を貯蔵

するため、臨界を防止する機能、冷却機能及び冷却水保有機能を、

燃料体の搬出が完了するまで維持する。  

放射性物質を内包する系統及び設備を収納する原子炉格納施設、

原子炉建物及び原子炉補助建物について、放射性物質の外部への漏

えいを防止するための障壁及び放射線遮蔽機能を、それぞれ必要な

期間まで維持する。  

放射性廃棄物廃棄施設について、放射性廃棄物を適切に処理する

ための機能を放射性廃棄物の処理が完了するまで維持する。  
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放射線管理施設について、環境への放射性物質の放出を管理する

機能並びに原子炉施設内の放射線監視及び放射線管理のための機能

を、それぞれ必要な期間まで維持する。  

原子炉格納容器、原子炉補助建物及びメンテナンス・廃棄物処理

建物の換気設備について、放射性物質による汚染の拡散を防止する

ための換気機能を、それぞれ必要な期間まで維持する。  

非常用電源設備について、水中燃料貯蔵設備等の安全確保上必要

な設備への電源供給機能を、それぞれ必要な期間まで維持する。  

補助蒸気設備について、燃料処理及び廃棄物処理時に必要となる

ため、プラント運転補助機能を、これらの処理が完了するまで維持

する。  

その他の安全確保上必要な設備について、機能及び性能が確保さ

れるよう、必要な期間まで維持する。  

廃止措置期間中における性能維持施設及び維持機能を第 6-1 表に

示す。  

 

2．廃止措置期間において性能維持施設としない主な施設  

(1) 原子炉起動及び運転時に使用する施設  

水・蒸気系等発電設備については、プラント運転補助機能に必

要な補給水タンク及び補助蒸気ヘッダを除き、廃止措置期間中は

不要となるため、性能維持施設とはしない。  

１次主冷却系循環ポンプＭ -Ｇセット設備及び２次主冷却系循

環ポンプ静止形可変周波数電源装置については、１次主冷却系及

び２次主冷却系の循環ポンプ主モータに電源を供給する設備であ

るが、廃止措置期間中に循環ポンプ主モータを起動させないこと

から、性能維持施設とはしない。また、原子炉運転時の出力制御

を行う原子炉制御設備についても廃止措置期間中に使用すること
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はないため、性能維持施設とはしない。  

安全保護設備のうち、原子炉停止系については、運転停止に関

する恒久的な措置により不要となるため、性能維持施設とはしな

い。  

(2) 現状のプラント状態評価により維持しない施設  

現状の燃料体の崩壊熱や、施設内の放射性物質の減衰の状況を

踏まえ、廃止措置期間中に維持する必要のない施設（機能）を以

下に示す。  

・燃料体の崩壊熱は減衰によって放散熱よりも低くなっているた

め、炉心における燃料体の冷却に係る機能  

・放射性よう素については、減衰期間を考慮すると環境への影響

は無視できるため、換気空調設備に係るよう素除去機能  

 

 



 

 

第 6-1 表 性能維持施設 (1/25) 

 

 

2
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施設区分 設備等の区分 設備（建屋）名称 
位置、構造及び

設備 
維持機能 性能 維持期間 

建物及び構築物 

 

 

原子炉建物 

 

 

原子炉建物 既許認可どおり 

 

放射性物質漏えい防

止機能 

既許認可どおり 当該区域・系統の管理区域を解除

するまで 

放射線遮蔽機能 既許認可どおり 線源となる設備の解体が完了するま

で 

原子炉建物（ナトリウ

ムを保有する系統、

機器を収納する部

屋） 

既許認可どおり ナトリウム漏えい時の

熱的・化学的影響の

緩和機能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

原子炉補助建物 

 

原子炉補助建物 

 

既許認可どおり 

 

放射性物質漏えい防

止機能 

既許認可どおり 当該区域・系統の管理区域を解除

するまで 

放射線遮蔽機能 既許認可どおり 線源となる設備の解体が完了するま

で 

原子炉補助建物（ナ

トリウムを保有する系

統、機器を収納する

部屋） 

既許認可どおり ナトリウム漏えい時の

熱的・化学的影響の

緩和機能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

ディーゼル建物 ディーゼル建物 既許認可どおり 機器の支持機能 既許認可どおり 当該建物内の性能維持施設の解体

が完了するまで 

メンテナンス・廃

棄物処理建物 

 

メンテナンス・廃棄物

処理建物 

 

既許認可どおり 

 

放射性物質漏えい防

止機能 

既許認可どおり 当該区域・系統の管理区域を解除

するまで 

放射線遮蔽機能 既許認可どおり 線源となる設備の解体が完了するま

で 

固体廃棄物貯蔵

庫 

 

固体廃棄物貯蔵庫 

 

既許認可どおり 

 

放射性物質漏えい防

止機能 

既許認可どおり 当該区域・系統の管理区域を解除

するまで 

放射線遮蔽機能 既許認可どおり 線源となる設備の解体が完了するま

で 



 

 

第 6-1 表 性能維持施設 (2/25) 
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施設区分 設備等の区分 設備（建屋）名称 
位置、構造及び

設備 
維持機能 性能 維持期間 

建物及び構築物 

 

事務管理建物 

（緊急時対策所） 

事務管理建物 

（緊急時対策所） 

事務管理建物 

B1F 

通信・連絡機能 既許認可どおり 燃料体の搬出が完了するまで 

原子炉及び炉心 

 

燃料集合体 

 

炉心燃料集合体 既許認可どおり 炉心形状の維持機能 既許認可どおり 炉心から燃料体を取り出すまで 

ブランケット燃料集

合体 

既許認可どおり 炉心形状の維持機能 既許認可どおり 炉心から燃料体を取り出すまで 

原子炉容器内構

造物 

 

炉内構造物 既許認可どおり 炉心形状の維持機能 既許認可どおり 炉心から燃料体を取り出すまで 

炉心上部機構 既許認可どおり ナトリウム酸化防止機

能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

反応度制御設備 

 

主炉停止系調整棒 

 

既許認可どおり 

 

炉心形状の維持機能 既許認可どおり 炉心から燃料体を取り出すまで 

未臨界維持機能 既許認可どおり 炉心から燃料体を取り出すまで 

主炉停止系調整棒

案内管 

既許認可どおり ナトリウム酸化防止機

能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

後備炉停止棒 既許認可どおり 炉心形状の維持機能 既許認可どおり 炉心から燃料体を取り出すまで 

未臨界維持機能 既許認可どおり 炉心から燃料体を取り出すまで 

後備炉停止棒案内

管 

既許認可どおり ナトリウム酸化防止機

能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

中性子しゃへい

体及びサーベイ

ランス集合体 

中性子しゃへい体及

びサーベイランス集

合体 

既許認可どおり 炉心形状の維持機能 既許認可どおり 炉心から燃料体を取り出すまで 

原子炉冷却系統

施設 

 

原子炉容器 

 

原子炉容器 

 

既許認可どおり 

 

ナトリウムの保持機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

炉心形状の維持機能 既許認可どおり 炉心から燃料体を取り出すまで 

ナトリウム酸化防止機

能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 



 

 

第 6-1 表 性能維持施設 (3/25) 
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施設区分 設備等の区分 設備（建屋）名称 
位置、構造及び

設備 
維持機能 性能 維持期間 

原子炉冷却系統

施設 

 

原子炉容器 

 

原子炉容器 

 

既許認可どおり 

 

燃料取出し時の原子

炉冷却材液位確保機

能 

既許認可どおり 原子炉容器のナトリウム液位を通常

液位に保つ期間のみ 

予熱・保温機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

しゃへいプラグ 

 

しゃへいプラグ 既許認可どおり ナトリウム酸化防止機

能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

燃料を安全に取り扱う

機能 

既許認可どおり 炉心から燃料体を取り出すまで 

１次主冷却系設

備 

 

１次主冷却系循環ポ

ンプ 

 

既許認可どおり 

 

ナトリウムの保持機能 既許認可どおり 

ただし、維持台数は

1台とする。 

ナトリウムをタンク等に固化するまで 

ナトリウム酸化防止機

能 

既許認可どおり 

ただし、維持台数は

1台とする。 

ナトリウムをタンク等に固化するまで 

燃料取出し時の原子

炉冷却材液位確保機

能 

既許認可どおり 原子炉容器のナトリウム液位を通常

液位に保つ期間のみ 

１次主冷却系中間熱

交換器 

 

既許認可どおり 

 

ナトリウムの保持機能 既許認可どおり 

ただし、維持基数は

1基とする。 

ナトリウムをタンク等に固化するまで 

放射性物質漏えい防

止機能 

既許認可どおり 

ただし、維持基数は

1基とする。 

当該区域・系統の管理区域を解除

するまで 

燃料取出し時の原子

炉冷却材液位確保機

能 

既許認可どおり 原子炉容器のナトリウム液位を通常

液位に保つ期間のみ 



 

 

第 6-1 表 性能維持施設 (4/25) 
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施設区分 設備等の区分 設備（建屋）名称 
位置、構造及び

設備 
維持機能 性能 維持期間 

原子炉冷却系統

施設 

 

１次主冷却系設

備 

 

１次主冷却系配管 

 

既許認可どおり 

 

ナトリウムの保持機能 既許認可どおり 

ただし、維持系統は

1系統とする。 

ナトリウムをタンク等に固化するまで 

ナトリウム酸化防止機

能 

既許認可どおり 

ただし、維持系統は

1系統とする。 

ナトリウムをタンク等に固化するまで 

燃料取出し時の原子

炉冷却材液位確保機

能 

既許認可どおり 原子炉容器のナトリウム液位を通常

液位に保つ期間のみ 

ガードベッセル 既許認可どおり 原子炉冷却材液位確

保機能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

１次主冷却系設備 既許認可どおり 予熱・保温機能 既許認可どおり 

ただし、維持系統は

1系統とする。 

ナトリウムをタンク等に固化するまで 

２次主冷却系設

備 

 

２次主冷却系循環ポ

ンプ 

 

既許認可どおり ナトリウムの保持機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

ナトリウム酸化防止機

能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

蒸発器 

 

既許認可どおり 

 

ナトリウムの保持機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

ナトリウム酸化防止機

能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

過熱器 既許認可どおり ナトリウムの保持機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

ナトリウム酸化防止機

能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

ナトリウム・水反応生

成物収納設備 

既許認可どおり ナトリウム酸化防止機

能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 
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施設区分 設備等の区分 設備（建屋）名称 
位置、構造及び

設備 
維持機能 性能 維持期間 

原子炉冷却系統

施設 

 

２次主冷却系設

備 

 

２次主冷却系配管 

 

既許認可どおり 

 

ナトリウムの保持機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

ナトリウム酸化防止機

能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

2次主冷却系設備 既許認可どおり 予熱・保温機能 

 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

補助冷却設備 

 

補助冷却設備空気

冷却器 

既許認可どおり ナトリウムの保持機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

補助冷却設備配管 

 

既許認可どおり 

 

ナトリウムの保持機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

ナトリウム酸化防止機

能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

補助冷却設備 既許認可どおり 予熱・保温機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

工学的安全施設 

 

 

原子炉格納施設 

 

 

原子炉格納容器 既許認可どおり 放射性物質漏えい防

止機能（事故時の密

閉性及び格納容器隔

離弁による放射性物

質漏えい防止機能を

除く。） 

既許認可どおり 当該区域・系統の管理区域を解除

するまで 

外部しゃへい建物及

びアニュラス部 

既許認可どおり 放射性物質漏えい防

止機能（事故時の密

閉性及び格納容器隔

離弁による放射性物

質漏えい防止機能を

除く。） 

既許認可どおり 当該区域・系統の管理区域を解除

するまで 
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施設区分 設備等の区分 設備（建屋）名称 
位置、構造及び

設備 
維持機能 性能 維持期間 

工学的安全施設 

 

 

原子炉格納施設 

 

 

原子炉格納容器付

属設備（非管理区域

設置貫通部） 

既許認可どおり 放射性物質漏えい防

止機能（事故時の密

閉性及び格納容器隔

離弁による放射性物

質漏えい防止機能を

除く。） 

既許認可どおり 当該区域・系統の管理区域を解除

するまで 

貯留槽 既許認可どおり ナトリウム漏えい時の

熱的・化学的影響の

緩和機能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

アニュラス循環排

気装置 

 

アニュラス循環排気

ファン 

 

既許認可どおり 

 

放射性物質漏えい防

止機能 

既許認可どおり 

ただし、維持台数は

1台とし、よう素用フィ

ルタユニットは維持

しない。 

当該区域・系統の管理区域を解除

するまで 

換気機能（自動起動

及び負圧維持機能並

びによう素除去機能を

除く。） 

既許認可どおり 

ただし、維持台数は

1台とし、よう素用フィ

ルタユニットは維持

しない。 

当該区域・系統の管理区域を解除

するまで 

原子炉補助施設 

 

１次ナトリウム補

助設備 

 

１次ナトリウムオーバ

フロー系 

 

既許認可どおり 

 

原子炉冷却材液位確

保機能 

既許認可どおり 

ただし、電磁ポンプ

の維持台数は1台と

する。 

炉心から燃料体を取り出すまで 

ナトリウムの浄化機能 既許認可どおり 

ただし、電磁ポンプ

の維持台数は1台と

する。 

ナトリウムをタンク等に固化するまで 
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施設区分 設備等の区分 設備（建屋）名称 
位置、構造及び

設備 
維持機能 性能 維持期間 

原子炉補助施設 

 

１次ナトリウム補

助設備 

 

１次ナトリウムオーバ

フロー系 

 

既許認可どおり 

 

ナトリウムの保持機能 既許認可どおり 

ただし、電磁ポンプ

の維持台数は1台と

する。 

ナトリウムをタンク等に固化するまで 

ナトリウム酸化防止機

能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

  燃料取出し時の原子

炉冷却材液位確保機

能 

既許認可どおり 

ただし、電磁ポンプ

の維持台数は1台と

する。 

原子炉容器のナトリウム液位を通常

液位に保つ期間のみ 

予熱・保温機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

１次ナトリウム純化系 

 

既許認可どおり 

 

放射性物質漏えい防

止機能 

既許認可どおり 当該区域・系統の管理区域を解除

するまで 

ナトリウムの保持機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

ナトリウム漏えい時の

熱的・化学的影響の

緩和機能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

ナトリウムの浄化機能 既許認可どおり 

ただし、循環ブロワ

の維持台数は1台と

する。 

ナトリウムをタンク等に固化するまで 

予熱・保温機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 
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施設区分 設備等の区分 設備（建屋）名称 
位置、構造及び

設備 
維持機能 性能 維持期間 

原子炉補助施設 

 

１次ナトリウム補

助設備 

 

１次ナトリウム充填ド

レン系 

 

既許認可どおり 

 

放射性物質漏えい防

止機能 

既許認可どおり 当該区域・系統の管理区域を解除

するまで 

ナトリウムの保持機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

ナトリウム漏えい時の

熱的・化学的影響の

緩和機能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

ナトリウム酸化防止機

能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

予熱・保温機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

メンテナンス冷却

系設備 

 

１次メンテナンス冷

却系 

 

既許認可どおり 

 

ナトリウムの保持機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

燃料取出し時の原子

炉冷却材液位確保機

能 

既許認可どおり 原子炉容器のナトリウム液位を通常

液位に保つ期間のみ 

ナトリウム酸化防止機

能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

予熱・保温機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

２次メンテナンス冷

却系 

 

既許認可どおり 

 

ナトリウムの保持機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

ナトリウム酸化防止機

能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

予熱・保温機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

２次ナトリウム補

助設備 

 

２次ナトリウムオーバ

フロー系 

既許認可どおり ナトリウムの保持機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

ナトリウム酸化防止機

能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

予熱・保温機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 
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施設区分 設備等の区分 設備（建屋）名称 
位置、構造及び

設備 
維持機能 性能 維持期間 

原子炉補助施設 

 

２次ナトリウム補

助設備 

 

２次ナトリウム純化系 

 

既許認可どおり 

 

ナトリウムの保持機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

ナトリウム酸化防止機

能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

ナトリウムの浄化機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

予熱・保温機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

２次ナトリウム充填ド

レン系 

 

既許認可どおり 

 

ナトリウムの保持機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

ナトリウム酸化防止機

能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

ナトリウム漏えい時の

熱的・化学的影響の

緩和機能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

ナトリウムの浄化機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

予熱・保温機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

１次アルゴンガス

系設備 

１次アルゴンガス系

設備 

既許認可どおり ナトリウム酸化防止機

能 

既許認可どおり 

ただし、圧縮機及び

付属機器の維持基

数は1基とする。 

ナトリウムをタンク等に固化するまで 

放射性物質漏えい防

止機能 

既許認可どおり 

ただし、圧縮機及び

付属機器の維持基

数は1基とする。 

当該区域・系統の管理区域を解除

するまで 

２次アルゴンガス

系設備 

２次アルゴンガス系

設備 

既許認可どおり ナトリウム酸化防止機

能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 
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施設区分 設備等の区分 設備（建屋）名称 
位置、構造及び

設備 
維持機能 性能 維持期間 

原子炉補助施設 

 

原子炉補機冷却

水設備 

 

原子炉補機冷却水

熱交換器 

既許認可どおり 冷却機能 既許認可どおり 

ただし、3系統を維

持するが、C系の維

持基数としては1基

のみを維持する。 

当該放射性廃棄物の処理が完了す

るまで 

原子炉補機冷却水

ポンプ 

既許認可どおり 冷却機能（自動起動

機能を除く。） 

既許認可どおり 

ただし、3系統を維

持するが、C系の維

持台数としては1台

のみを維持する。 

当該放射性廃棄物の処理が完了す

るまで 

配管 既許認可どおり 冷却機能 既許認可どおり 

ただし、3系統を維

持するが、C系は維

持する熱交換器、冷

却水ポンプの関連

範囲のみを維持す

る。 

当該放射性廃棄物の処理が完了す

るまで 

原子炉補機冷却水

サージタンク 

既許認可どおり 冷却機能 既許認可どおり 当該放射性廃棄物の処理が完了す

るまで 

原子炉補機冷却

海水設備 

原子炉補機冷却海

水ポンプ 

既許認可どおり 冷却機能（自動起動

機能を除く。） 

既許認可どおり 当該放射性廃棄物の処理が完了す

るまで 

配管 既許認可どおり 冷却機能 既許認可どおり 当該放射性廃棄物の処理が完了す

るまで 

燃料交換設備 

 

燃料交換装置 

 

既許認可どおり 

 

燃料を安全に取り扱う

機能 

既許認可どおり 炉心から燃料体を取り出すまで 

ナトリウム酸化防止機

能 

既許認可どおり 炉心から燃料体を取り出すまで 
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施設区分 設備等の区分 設備（建屋）名称 
位置、構造及び

設備 
維持機能 性能 維持期間 

原子炉補助施設 

 

燃料交換設備 

 

炉内中継装置 既許認可どおり 燃料を安全に取り扱う

機能 

既許認可どおり 炉心から燃料体を取り出すまで 

ナトリウム酸化防止機

能 

既許認可どおり 炉心から燃料体を取り出すまで 

燃料出入設備 燃料出入設備 既許認可どおり 燃料を安全に取り扱う

機能 

既許認可どおり 炉心等から燃料体を取り出すまで 

ナトリウム酸化防止機

能 

既許認可どおり 炉心等から燃料体を取り出すまで 

炉外燃料貯蔵設

備 

 

炉外燃料貯蔵槽 

 

既許認可どおり 

 

放射性物質漏えい防

止機能 

既許認可どおり 当該区域・系統の管理区域を解除

するまで 

ナトリウムの保持機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

ナトリウム酸化防止機

能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

予熱・保温機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

炉外燃料貯蔵槽冷

却設備 

 

既許認可どおり 

 

ナトリウムの保持機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

放射性物質漏えい防

止機能 

既許認可どおり 当該区域・系統の管理区域を解除

するまで 

ナトリウム酸化防止機

能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

予熱・保温機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

燃料検査設備 燃料検査設備 既許認可どおり 燃料を安全に取り扱う

機能 

既許認可どおり 炉心等から燃料体を取り出すまで 
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施設区分 設備等の区分 設備（建屋）名称 
位置、構造及び

設備 
維持機能 性能 維持期間 

原子炉補助施設 

 

燃料処理設備 燃料洗浄設備 既許認可どおり 燃料を安全に取り扱う

機能 

既許認可どおり 炉心等から燃料体を取り出すまで 

燃料缶詰装置 既許認可どおり 燃料を安全に取り扱う

機能 

既許認可どおり 炉心等から燃料体を取り出すまで 

水中燃料貯蔵設

備 

燃料池 既許認可どおり 冷却水保有機能 既許認可どおり 燃料体の搬出が完了するまで 

放射性物質の貯蔵機

能 

既許認可どおり 燃料体の搬出が完了するまで 

燃料池水冷却浄化

装置 

既許認可どおり 冷却機能 既許認可どおり 燃料体の搬出が完了するまで 

浄化機能 既許認可どおり 燃料体の搬出が完了するまで 

燃料移送機 既許認可どおり 燃料を安全に取り扱う

機能 

既許認可どおり 炉心等から燃料体を取り出すまで 

燃料搬出設備 燃料搬出設備 既許認可どおり 燃料を安全に取り扱う

機能 

既許認可どおり 燃料体の搬出が完了するまで 

新燃料受入貯蔵

設備 

新燃料貯蔵ラック 既許認可どおり 放射性物質の貯蔵機

能 

既許認可どおり 新燃料貯蔵ラックの燃料体の搬出

が完了するまで 

燃料取扱設備操

作室 

燃料取扱設備操作

室 

既許認可どおり 燃料を安全に取り扱う

機能 

既許認可どおり 燃料体の搬出が完了するまで 

共通保修設備 機器洗浄設備 既許認可どおり 機器洗浄機能 既許認可どおり 機器洗浄が完了するまで 

試料採取設備 １次アルゴンガス・サ

ンプリング装置 

既許認可どおり 放射性物質漏えい防

止機能 

既許認可どおり 当該区域・系統の管理区域を解除

するまで 

機器冷却系設備 電磁ポンプ冷却設

備 

既許認可どおり 冷却機能（自動起動

機能を除く。） 

既許認可どおり 

ただし、維持系統は

1系統とする。 

炉心から燃料体を取り出すまで 
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施設区分 設備等の区分 設備（建屋）名称 
位置、構造及び

設備 
維持機能 性能 維持期間 

計測制御系統施

設 

中性子計装 線源領域系 既許認可どおり 未臨界維持の監視機

能 

既許認可どおり 炉心から燃料体を取り出すまで 

 原子炉容器内計

装 

原子炉容器ナトリウ

ム液面計装 

既許認可どおり プラント状態の監視機

能 

既許認可どおり 

ただし、維持系統は

2系統とする。 

ナトリウムをタンク等に固化するまで 

 制御棒位置指示

計装 

制御棒位置指示計

装 

既許認可どおり 制御棒駆動機構の保

持監視機能 

既許認可どおり 炉心から燃料体を取り出すまで 

 プロセス計装 

 

原子炉容器出口ナト

リウム温度 

既許認可どおり プラント状態の監視機

能 

既許認可どおり  ナトリウムをタンク等に固化するまで 

中間熱交換器１次側

出口ナトリウム温度 

既許認可どおり プラント状態の監視機

能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

１次主冷却系流量 既許認可どおり プラント状態の監視機

能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

１次アルゴンガス系

計装 

既許認可どおり ナトリウム酸化防止機

能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

蒸気発生器計装 既許認可どおり ナトリウム酸化防止機

能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

原子炉格納容器雰

囲気計装 

既許認可どおり 雰囲気温度の監視機

能 

既許認可どおり 当該区域・系統の管理区域を解除

するまで 

 原子炉格納容器雰

囲気計装 

既許認可どおり 雰囲気圧力の監視機

能 

既許認可どおり 当該区域・系統の管理区域を解除

するまで 

ナトリウム漏えい検

出設備（空気雰囲気

セルモニタ） 

既許認可どおり ナトリウム漏えい時の

熱的・化学的影響の

緩和機能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

予熱計装設備 既許認可どおり 予熱・保温機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 
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施設区分 設備等の区分 設備（建屋）名称 
位置、構造及び

設備 
維持機能 性能 維持期間 

計測制御系統施

設 

 

工学的安全施設

作動信号 

（原子炉格納容

器隔離信号） 
 

１次オーバフロー系

電磁ポンプ室雰囲

気温度 

既許認可どおり プラント状態の監視機

能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

配管室雰囲気温度 既許認可どおり プラント状態の監視機

能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

原子炉容器G/V内

漏えいナトリウム液

位 

既許認可どおり プラント状態の監視機

能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

１次主冷却系中間熱

交換器G/V内漏えい

ナトリウム液位 

（A,B,C） 

既許認可どおり プラント状態の監視機

能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

１次主冷却系循環ポ

ンプG/V内漏えいナ

トリウム液位（A,B,C） 

既許認可どおり プラント状態の監視機

能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

中央制御室 中央制御室 既許認可どおり プラント監視・操作機

能 

既許認可どおり 各系統の期間に応じる 
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施設区分 設備等の区分 設備（建屋）名称 
位置、構造及び

設備 
維持機能 性能 維持期間 

電気設備 

 

 

 

送電線 送電線 既許認可どおり 電源供給機能 既許認可どおり 当該設備の解体に着手するまで 

特高開閉所 特高開閉所 既許認可どおり 電源供給機能 既許認可どおり 当該設備の解体に着手するまで 

主要変圧器 

 

１Ａ起動変圧器 既許認可どおり 電源供給機能 既許認可どおり 当該設備の解体に着手するまで 

１Ｂ起動変圧器 既許認可どおり 電源供給機能 既許認可どおり 当該設備の解体に着手するまで 

予備変圧器 既許認可どおり 電源供給機能 既許認可どおり 当該設備の解体に着手するまで 

所内高圧系統 所内高圧系統 既許認可どおり 電源供給機能 既許認可どおり 当該設備の解体に着手するまで 

所内低圧系統 所内低圧系統 既許認可どおり 電源供給機能 既許認可どおり 当該設備の解体に着手するまで 

ディーゼル発電

機 

ディーゼル発電機 既許認可どおり 電源供給機能（自動

起動及び10秒以内の

電圧確立機能並びに

自動給電機能を除

く。） 

既許認可どおり 

ただし、維持台数は

2台とする。 

燃料体の搬出が完了するまで 

直流電源及び交

流無停電電源設

備 

直流電源及び交流

無停電電源設備 

既許認可どおり 電源供給機能 既許認可どおり 当該設備の解体に着手するまで 

通信設備 通信設備 既許認可どおり 通信機能 既許認可どおり 当該設備の解体に着手するまで 

非常用照明設備 非常用照明設備 既許認可どおり 照明機能 既許認可どおり 当該設備の解体に着手するまで 

電線路 電線路 既許認可どおり 電源供給機能 既許認可どおり 当該設備の解体に着手するまで 

タービン及び付

属設備 

補給水タンク 補給水タンク 既許認可どおり プラント運転補助機能 既許認可どおり 当該放射性廃棄物の処理が完了す

るまで 

補助蒸気ヘッダ 補助蒸気ヘッダ 既許認可どおり プラント運転補助機能 既許認可どおり 当該放射性廃棄物の処理が完了す

るまで 
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施設区分 設備等の区分 設備（建屋）名称 
位置、構造及び

設備 
維持機能 性能 維持期間 

放射性廃棄物廃

棄施設 

 

 

気体廃棄物処理

設備 

 

廃ガス圧縮機 既許認可どおり 放射性廃棄物処理機

能 

既許認可どおり 当該放射性廃棄物の処理が完了す

るまで 

廃ガス貯槽 既許認可どおり 放射性廃棄物処理機

能 

既許認可どおり 当該放射性廃棄物の処理が完了す

るまで 

活性炭吸着塔装置 既許認可どおり 放射性廃棄物処理機

能 

既許認可どおり 当該放射性廃棄物の処理が完了す

るまで 

排気筒 既許認可どおり 放射性廃棄物処理機

能 

既許認可どおり 当該放射性廃棄物の処理が完了す

るまで 

液体廃棄物処理

設備 

 

廃液受入タンク 既許認可どおり 放射性廃棄物処理機

能 

既許認可どおり 当該放射性廃棄物の処理が完了す

るまで 

廃液蒸発濃縮装置 既許認可どおり 放射性廃棄物処理機

能 

既許認可どおり 当該放射性廃棄物の処理が完了す

るまで 

凝縮液タンク 既許認可どおり 放射性廃棄物処理機

能 

既許認可どおり 当該放射性廃棄物の処理が完了す

るまで 

脱塩塔 既許認可どおり 放射性廃棄物処理機

能 

既許認可どおり 当該放射性廃棄物の処理が完了す

るまで 

廃液モニタタンク 既許認可どおり 放射性廃棄物処理機

能 

既許認可どおり 当該放射性廃棄物の処理が完了す

るまで 

洗濯廃液受入タンク 既許認可どおり 放射性廃棄物処理機

能 

既許認可どおり 当該放射性廃棄物の処理が完了す

るまで 

洗濯廃液モニタタン

ク 

既許認可どおり 放射性廃棄物処理機

能 

既許認可どおり 当該放射性廃棄物の処理が完了す

るまで 
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施設区分 設備等の区分 設備（建屋）名称 
位置、構造及び

設備 
維持機能 性能 維持期間 

放射性廃棄物廃

棄施設 

 

 

固体廃棄物処理

設備 

 

粒状廃樹脂タンク 既許認可どおり 放射性廃棄物処理機

能 

既許認可どおり 当該放射性廃棄物の処理が完了す

るまで 

粉末廃樹脂タンク 既許認可どおり 放射性廃棄物処理機

能 

既許認可どおり 当該放射性廃棄物の処理が完了す

るまで 

廃液濃縮液タンク 既許認可どおり 放射性廃棄物処理機

能 

既許認可どおり 当該放射性廃棄物の処理が完了す

るまで 

ベイラ 既許認可どおり 放射性廃棄物処理機

能 

既許認可どおり 当該放射性廃棄物の処理が完了す

るまで 

固体廃棄物貯蔵庫 既許認可どおり 放射性物質の貯蔵機

能 

既許認可どおり 当該放射性廃棄物の搬出が完了す

るまで 

固体廃棄物貯蔵プ

ール 

既許認可どおり 放射性物質の貯蔵機

能 

既許認可どおり 当該放射性廃棄物の搬出が完了す

るまで 
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施設区分 設備等の区分 設備（建屋）名称 
位置、構造及び

設備 
維持機能 性能 維持期間 

放射線管理施設 

 

 

しゃへい設備 

 

原子炉本体しゃへい 既許認可どおり 放射性物質漏えい防

止機能 

既許認可どおり 当該区域・系統の管理区域を解除

するまで 

放射線遮蔽機能 既許認可どおり 線源となる設備の解体が完了するま

で 

１次主冷却系しゃへ

い 

既許認可どおり 放射性物質漏えい防

止機能 

既許認可どおり 当該区域・系統の管理区域を解除

するまで 

放射線遮蔽機能 既許認可どおり 線源となる設備の解体が完了するま

で 

  原子炉格納容器外

部しゃへい 

既許認可どおり 放射性物質漏えい防

止機能 

既許認可どおり 当該区域・系統の管理区域を解除

するまで 

放射線遮蔽機能 既許認可どおり 線源となる設備の解体が完了するま

で 

 補助しゃへい 既許認可どおり 放射線遮蔽機能 既許認可どおり 線源となる設備の解体が完了するま

で 

  燃料取扱及び貯蔵

設備しゃへい 

既許認可どおり 放射性物質漏えい防

止機能 

既許認可どおり 当該区域・系統の管理区域を解除

するまで 

  放射線遮蔽機能 既許認可どおり 線源となる設備の解体が完了するま

で 
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施設区分 設備等の区分 設備（建屋）名称 
位置、構造及び

設備 
維持機能 性能 維持期間 

放射線管理施設 

 

 

屋内管理用の主

要な設備（放射

線管理関係設

備） 
 

 

出入管理設備及び

汚染管理設備 

既許認可どおり 放射線管理機能 既許認可どおり 管理区域を解除するまで 

 ホット分析室 既許認可どおり 放射線管理機能 既許認可どおり 管理区域を解除するまで 

 個人管理関係設備 既許認可どおり 放射線管理機能 既許認可どおり 管理区域を解除するまで 

 屋外管理用の主

要な設備 

 

排気筒モニタ 既許認可どおり 放射線監視機能 既許認可どおり 

 

放射性廃棄物の処理が完了するま

で 

放出管理機能 既許認可どおり 放射性廃棄物の処理が完了するま

で 

排水モニタ 既許認可どおり 

 

放射線監視機能 既許認可どおり 放射性廃棄物の処理が完了するま

で 

放出管理機能 既許認可どおり 放射性廃棄物の処理が完了するま

で 
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施設区分 設備等の区分 設備（建屋）名称 
位置、構造及び

設備 
維持機能 性能 維持期間 

放射線管理施設 

 

屋内管理用の主

要な設備（放射

線監視設備） 
 

原子炉格納容器モ

ニタ 

既許認可どおり 放射線監視機能 既許認可どおり 炉心等から燃料体を取り出すまで 

気体廃棄物処理設

備排気モニタ 

既許認可どおり 放射線監視機能 既許認可どおり 炉心等から燃料体を取り出すまで 

原子炉格納容器排

気モニタ 

既許認可どおり 放射線監視機能 既許認可どおり 炉心等から燃料体を取り出すまで 

原子炉補助建物排

気モニタ 

既許認可どおり 放射線監視機能 既許認可どおり 炉心等から燃料体を取り出すまで 

メンテナンス・廃棄物

処理建物排気モニタ 

既許認可どおり 放射線監視機能 既許認可どおり 炉心等から燃料体を取り出すまで 

共通保修設備排気

モニタ 

既許認可どおり 放射線監視機能 既許認可どおり 炉心等から燃料体を取り出すまで 

１次アルゴンガスモ

ニタ 

既許認可どおり 放射線監視機能 既許認可どおり 炉心等から燃料体を取り出すまで 

１次ナトリウム純化系

コールドトラップ冷却

ガスモニタ 

既許認可どおり 放射線監視機能 既許認可どおり 炉心等から燃料体を取り出すまで 

  ２次ナトリウムモニタ 既許認可どおり 放射線監視機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

原子炉補機冷却水

モニタ 

既許認可どおり 放射線監視機能 既許認可どおり 当該放射性廃棄物の処理が完了す

るまで 

燃料出入機冷却ガ

スモニタ 

既許認可どおり 放射線監視機能 既許認可どおり 炉心等から燃料体を取り出すまで 
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施設区分 設備等の区分 設備（建屋）名称 
位置、構造及び

設備 
維持機能 性能 維持期間 

放射線管理施設 

 

屋内管理用の主

要な設備（放射

線監視設備） 
 

エリアモニタリング設

備（ただし、事故時

用に十分な測定範

囲を有するエリアモ

ニタ及び、工学的安

全施設作動設備に

接続されているエリ

アモニタを除く。） 

既許認可どおり 放射線監視機能 既許認可どおり 第1段階の期間維持する。 

注）第2段階以降については、第1段

階の放射能の調査及び評価結

果等を踏まえ、個別のエリアモニ 

タリング設備ごとに維持期間を

設定し、廃止措置計画に反映し

て変更認可を受ける。 

放射線サーベイ設

備 

既許認可どおり 放射線監視機能 既許認可どおり 管理区域を解除するまで 

 屋外管理用の主

要な設備 

 

固定モニタリング設

備 

既許認可どおり 放射線監視機能 既許認可どおり 管理区域を解除するまで 

モニタリングカー 既許認可どおり 放射線監視機能 既許認可どおり 管理区域を解除するまで 

気象観測設備 既許認可どおり 放出管理機能 既許認可どおり 放射性廃棄物の処理が完了するま

で 

環境放射能測定設

備 

既許認可どおり 放射線監視機能 既許認可どおり 管理区域を解除するまで 
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施設区分 設備等の区分 設備（建屋）名称 
位置、構造及び

設備 
維持機能 性能 維持期間 

発電所補助施設 

 

淡水供給設備 ろ過水槽 既許認可どおり プラント運転補助機能

（消火設備で使用する

水源） 

既許認可どおり 当該設備の解体に着手するまで 

格納容器換気装

置 

格納容器換気装置 既許認可どおり 換気機能 既許認可どおり 当該区域・系統の管理区域を解除

するまで 

主冷却系窒素雰

囲気調節装置 

主冷却系窒素雰囲

気調節装置 

既許認可どおり ナトリウム漏えい時の

熱的・化学的影響の

緩和機能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

原子炉容器室窒

素雰囲気調節装

置 

原子炉容器室窒素

雰囲気調節装置 

既許認可どおり ナトリウム漏えい時の

熱的・化学的影響の

緩和機能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

中央制御室空調

装置 

中央制御室空調装

置 

既許認可どおり 換気機能（よう素除去

機能を除く。） 

既許認可どおり  

ただし、浄化ファン・

浄化フィルタユニット

は維持しない。 

換気対象区画内の設備の撤去が完

了するまで 

 蒸気発生器室換

気装置 

蒸気発生器室換気

装置 

既許認可どおり 

 

換気機能 既許認可どおり 換気対象区画内の設備の撤去が完

了するまで 

ナトリウム漏えい時の

熱的・化学的影響の

緩和機能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

電気設備室換気

装置 

電気設備室換気装

置 

既許認可どおり 換気機能 既許認可どおり 換気対象区画内の設備の撤去が完

了するまで 



 

 

第 6-1 表 性能維持施設 (23/25) 
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施設区分 設備等の区分 設備（建屋）名称 
位置、構造及び

設備 
維持機能 性能 維持期間 

発電所補助施設 

 

燃料取扱設備室

窒素雰囲気調節

装置 

燃料取扱設備室窒

素雰囲気調節装置 

既許認可どおり ナトリウム漏えい時の

熱的・化学的影響の

緩和機能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

燃料取扱設備室

換気装置 

燃料取扱設備室換

気装置 

既許認可どおり 換気機能（よう素除去

機能を除く。） 

既許認可どおり  

ただし、浄化ファン・

浄化フィルタユニット

は維持しない。 

当該区域・系統の管理区域を解除

するまで 

放射線管理室空

調装置 

放射線管理室空調

装置 

既許認可どおり 換気機能（よう素除去

機能を除く。） 

既許認可どおり 

ただし、維持系統は

1系統とする。 

当該区域・系統の管理区域を解除

するまで 

 メンテナンス冷却

系室換気装置 

メンテナンス冷却系

室換気装置 

既許認可どおり 換気機能 既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

 ナトリウム漏えい時の

熱的・化学的影響の

緩和機能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

 炉外燃料貯蔵槽

冷却系室換気装

置 

炉外燃料貯蔵槽冷

却系室換気装置 

既許認可どおり 換気機能 既許認可どおり 

ただし、維持系統は

1系統とする。 

ナトリウムをタンク等に固化するまで 

 ナトリウム漏えい時の

熱的・化学的影響の

緩和機能 

既許認可どおり 

ただし、維持系統は

1系統とする。 

ナトリウムをタンク等に固化するまで 

 メンテナンス・廃

棄物処理建物換

気装置 

メンテナンス・廃棄物

処理建物換気装置 

既許認可どおり 換気機能 既許認可どおり 

ただし、維持系統は

1系統とする。 

当該区域・系統の管理区域を解除

するまで 



 

 

第 6-1 表 性能維持施設 (24/25) 
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施設区分 設備等の区分 設備（建屋）名称 
位置、構造及び

設備 
維持機能 性能 維持期間 

発電所補助施設 

 

制御用圧縮空気

設備 

制御用圧縮空気設

備 

既許認可どおり プラント運転補助機能 既許認可どおり 燃料体の搬出が完了するまで 

 アルゴンガス供

給系設備 

アルゴンガス供給系

設備 

既許認可どおり ナトリウム酸化防止機

能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

 窒素ガス供給系

設備 

窒素ガス供給系設

備 

既許認可どおり ナトリウム漏えい時の

熱的・化学的影響の

緩和機能 

既許認可どおり ナトリウムをタンク等に固化するまで 

 補助蒸気設備 補助蒸気設備 既許認可どおり プラント運転補助機能 既許認可どおり 当該放射性廃棄物の処理が完了す

るまで 

 消火設備 消火設備（火災検知

設備/水消火設備/炭

酸ガス消火設備/泡

消火設備/可搬式消

火器） 

既許認可どおり 消火機能 既許認可どおり 当該設備の解体に着手するまで 



 

 

第 6-1 表 性能維持施設 (25/25) 
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施設区分 設備等の区分 設備（建屋）名称 
位置、構造及び

設備 
維持機能 性能 維持期間 

緊急安全対策施

設 

 

緊急安全対策設

備 

 

移動式電源車 EL42.8 m  

原子炉補助建物  

電源応急復旧機能 供給電源容量： 
 300 kVA 

燃料体の搬出が完了するまで 

その他活動資機材

（タンクローリ、接続

ケーブル） 

EL42.8 m 

原子炉補助建物 

電源応急復旧機能 1式 燃料体の搬出が完了するまで 

化学消防自動車 車庫 燃料池への給水機能 ポンプ仕様： 

 400ℓ/min以上 

水タンク：1,300 ℓ 

燃料体の搬出が完了するまで 

その他活動資機材

（消防用ホース、照

明器具、照明器具

用小型発電機） 

EL42.8 m 

原子炉補助建物 

及び車庫 

燃料池への給水機能 1式 燃料体の搬出が完了するまで 

代替ポンプ EL42.8 m 

2番ゲート前広場 

海水系応急復旧機能 全揚程：60 m 

吐出量：4.5 m3/min 

      （270 m3/h） 

燃料体の搬出が完了するまで 

その他活動資機材

（発電機、操作盤、

仮設ホース、運搬

車） 

EL42.8 m 

2番ゲート前広場 

海水系応急復旧機能 1式 燃料体の搬出が完了するまで 

窒素ガスボンベ EL43.0 m 

原子炉補助建物 

（A-501a室） 

中央制御室換気空調

設備ダンパ駆動機能 

容量：47ℓ 燃料体の搬出が完了するまで 

ホイルローダー EL42.8 m 

2番ゲート前広場 

がれき撤去機能 バケット容量：2.0 m3 

最大堀気力：9.5 t 

燃料体の搬出が完了するまで 
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七 性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能、その性能を維持す

べき期間 

1．性能維持施設の位置、構造及び設備、その性能並びにその性能を維持する

期間 

性能維持施設の位置、構造及び設備、その性能並びにその性能を維持す

る期間は第 6-1 表に示すとおりである。 

 

2．性能維持施設の改造等 

2.1 ２次冷却材ナトリウム一時保管用タンク 

２次冷却材であるナトリウムは、既設のタンクで全量を保有することが

幾何容積上不可能な状況にある。 

万一、２次冷却材ナトリウムが漏えいした場合のナトリウム燃焼・火災

の発生リスクを無くすために、２次冷却材ナトリウムを全量ドレンできる

よう、２次冷却材ナトリウム一時保管用タンクを平成 30 年度の２次冷却材

ナトリウムの抜取り時期に合わせて設置する。 

一時保管用タンクの設計、工事、当該工事の管理及び試験・検査の方法

に関することを以下に示す。 

(1) 主要設備 

２次冷却材ナトリウム一時保管用タンクは、２次冷却材ナトリウム一

時保管用タンク及び当該タンクへドレンする配管（移送用配管）から構

成される。 

(2) 設計主要目 

第 7-1 表に容器の名称、種類、容量、最高使用圧力、最高使用温度、

主要寸法、材料、個数及び設置位置、第 7-2 表に移送用配管の名称、最

高使用圧力、最高使用温度、外径、厚さ及び材料を示す。 
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第 7-1 表 容器の名称、種類、容量、最高使用圧力、最高使用温度、 

主要寸法、材料及び個数 

名称 
２次冷却材ナトリウム 

一時保管用タンク 

種類 ― 横置円筒形 

容量 m3/個 25（幾何容積） 

最高使用圧力 kPa 500 

最高使用温度 ℃ 300 

主
要
寸
法 

胴内径 mm  2300 

胴板厚さ mm 20（公称厚さ） 

鏡板厚さ mm 22（公称厚さ） 

全長 mm 6800 

材
料 

胴板 ― SUS304 

鏡板 ― SUS304 

個数 ― 2 

位置 ― 
原子炉補助建物 EL22.0m 

（A-232 室） 

 

 

第 7-2 表 移送用配管の名称、最高使用圧力、最高使用温度、外径、 

厚さ及び材料 

名称 
最高使用
圧力 
(kPa) 

最高使用
温度 
(℃) 

外径 
(mm) 

厚さ 
(mm) 

材料 

ナトリウム補助

設備配管から取

合い弁まで 

785 200 

48.6 3.7 SUS304TP 取合い弁から２

次冷却材ナトリ

ウム一時保管用

タンクまで 

500 150 

２次冷却材ナトリウム一時保管用タンク、当該タンクへドレンする配管 

（移送用配管）の溶接部の設計項目は以下のとおり。 

・突合せ溶接による接手面の食い違いに関わる事項 

・厚さの異なる板の突合せ溶接に係る事項 

・継手形状に係る事項 
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2.2 工事の方法 

(1) 工事方法及び工事手順 

２次冷却材ナトリウム一時保管用タンク、当該タンクへドレンする配

管（移送用配管）の製作及び工事は、第 7-1 図「２次冷却材ナトリウム

一時保管用タンクの工事フロー図」に示す方法及び手順で行う。 

(2) 試験・検査項目及び方法 

a．材料検査 

b．溶接検査 

・溶接開先面検査 

・開先合せ検査 

・非破壊試験 

c．外観検査 

d．寸法検査 

e．据付検査 

f．耐圧試験 

 

 



 

 

5
0
 

（長手及び周継手を有する部材）

素材入手

曲げ加工

組立溶接

機械加工

組立溶接

梱包

現地搬入

据付

据付完了

素材入手 素材入手

（ノズル類） （脚）

材料取り

機械加工 機械加工

組立溶接 組立溶接

工場

現地

（電気ヒータ，保温材取付）

材記号： 材料検査

溶 溶接検査

外 外観検査

寸 寸法検査

据 据付検査

耐 耐圧試験

２次系ナトリウム一時保管用タンク
の工事フロー図

別 図

材 材 材

溶

溶

溶 外 寸 耐

外 寸 据

（２次系ナトリウム一時保管用タンク）

素材入手

材料取り

曲げ加工

組立溶接

梱包

（移送用配管）

溶 外 寸 耐

現地搬入

※２次系ナトリウムドレン時に、既設の２次系ナトリウム
抜取ラインと一時保管用ナトリウムタンクを接続する。
２次系ナトリウムドレン後は移送用配管を取り外す。

（管）

外

材料取り

据

（既設配管）

組立 組立溶接

溶 外 耐

 

第 7-1 図 ２次冷却材ナトリウム一時保管用タンクの工事フロー図 



 

51 

八 核燃料物質の管理及び譲渡し 

1．核燃料物質の貯蔵場所ごとの種類及び数量 

もんじゅにおける核燃料物質の貯蔵場所ごとの種類及び数量を第 8-1 表

に示す。 

 

2．核燃料物質の保管及び管理 

もんじゅの炉心及び炉外燃料貯蔵槽にある新燃料及び使用済燃料は、原

子炉補助建物内の燃料池に移送し、既に燃料池にある使用済燃料を含め、

搬出するまでの期間、燃料池に貯蔵する。 

もんじゅの新燃料貯蔵ラックにある新燃料は、搬出するまでの期間、新

燃料貯蔵ラックに貯蔵する。 

核燃料物質の貯蔵中は、貯蔵にかかる安全確保上必要な機能（臨界防止、

遮蔽、放射線監視、燃料落下防止、水位監視、漏えい監視、冷却・浄化及

び給水）を維持管理する。 

核燃料物質の貯蔵に係る保安上必要な措置については、保安規定に定め

て実施する。 

 

3．核燃料物質の譲渡し 

新燃料については、国内外の許可を有する事業者に譲り渡すこととし、

その具体的な計画及び方法については、第 1 段階において検討し、廃止措

置計画に反映して変更認可を受ける。 

核燃料物質の搬出は、関係法令を遵守して実施するとともに、事業所内

の運搬については、保安のために必要な措置を保安規定に定めて実施する。 

 

4．使用済燃料の処分の方法 

使用済燃料については、国内又は我が国が原子力の平和利用に関する協

力のための協定を締結している国において再処理を行うため、国内外の許
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可を有する事業者に譲り渡す。その具体的な計画及び方法については、燃

料体の取出し完了までに政府が結論を得る計画を踏まえ、廃止措置計画に

反映して変更認可を受ける。 
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第 8-1 表 核燃料物質の貯蔵場所ごとの種類及び数量 

 

（廃止措置計画認可申請時点） 

貯蔵場所 

種類及び数量 

新燃料 使用済燃料 

炉心燃料

集合体 

ブランケット

燃料集合体 

炉心燃料

集合体 

ブランケット

燃料集合体 

試験用 

集合体 

もんじゅ

内 

原子炉 

建物内 
炉心 33 体 0 体 165 体 172 体 0 体 

原子炉補助

建物内 

新燃料 

貯蔵ラック 
4 体 2 体 ― ― ― 

炉外燃料 

貯蔵槽 
0 体 34 体 116 体 2 体 8 体 

燃料池 ― ― 1 体 1 体 0 体 

もんじゅ

外 

機構・核燃

料サイクル

工学研究所 

貯蔵施設 42 体 ― ― ― ― 

加工 

事業者 
貯蔵施設 ― 66 体 ― ― ― 
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九 核燃料物質による汚染の除去 

1．汚染の除去の方針 

解体対象施設の一部は、放射性物質によって汚染されている。 

このため、第 1 段階及び第 2 段階で行う放射能の調査及び評価の結果を

踏まえ、機器・配管等の内面に残存している汚染については、合理的に達

成可能な限り放射線業務従事者の被ばくを低減するために講じる安全確保

対策又は放射性廃棄物の放射能レベル低減を目的として、汚染の除去（以

下「除染」という。）を行う。 

また、原子炉容器室等の放射化汚染が高い区域については、現状、立入

りを制限しており、原子炉容器等の解体撤去に着手するまで、継続して管

理する。 

除染を実施する場合は、除染の対象を定めるとともに、適切な除染方法

及び完了要件となる目標を策定する。 

 

2．除染の方法 

除染は、第 1 段階及び第 2 段階において実施する放射能の調査及び評価

の結果を踏まえ、放射線業務従事者の被ばく低減又は放射性廃棄物の放射

能レベル低減の観点から有効と判断した場合は、原子炉周辺設備の解体撤

去に着手するまでに、除染の対象並びに具体的な除染方法及び安全管理上

の措置について定め、廃止措置計画に反映して変更認可を受ける。 
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十 核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄 

1．放射性気体廃棄物の管理 

(1) 第 1 段階 

第 1 段階において発生する放射性気体廃棄物としては、燃料体の取出

し等により発生する放射性希ガス（以下「希ガス」という。）及び放射性

よう素（以下「よう素」という。）が考えられるが、よう素については、

半減期が短く、性能試験（40％出力試験）中断後の減衰期間を考慮する

と、放出量は無視できる。また、第 1 段階においては放射化した原子炉

容器等の解体撤去を行わず、換気空調設備等の必要な設備についてはそ

の機能を維持することから、放射性粉じんの放出量は無視できる。した

がって、第 1 段階において放出される放射性気体廃棄物としては、気体

廃棄物処理系からの排気、原子炉格納施設及び原子炉補助建物の換気空

調設備からの排気により発生する希ガスが主となる。 

希ガスが主となる放射性気体廃棄物の廃棄については、排気中の放射

性物質の濃度を排気筒モニタによって監視しながら排気筒から放出する。

また、周辺監視区域境界においても、空間放射線量及び空間放射線量率

を監視する。放射性気体廃棄物の管理に係る保安上必要な措置について

は、保安規定に定めて実施する。 

なお、廃止措置期間中は、原子炉が停止していることから新たな希ガ

スが生成されず、また、性能試験（40％出力試験）中断後、21 年以上経

過していることから、一部の長半減期核種を除き、解体対象施設内に残

存している希ガスの放射能については、無視できる程度まで減衰してい

る。したがって、気体廃棄物処理系から希ガスを放出する場合、活性炭

吸着塔装置での減衰期間（キセノンで約 30 日間、クリプトンで約 40 時

間）は十分に経過しており、一部の長半減期核種についても活性炭吸着

塔装置による減衰効果はほとんどないことから、活性炭吸着塔装置によ

る放射能の減衰を期待しない。 



 

56 

第 1段階における放射性気体廃棄物の処理系統説明図を第 10-1図に示

す。 

第 1 段階において発生する放射性気体廃棄物の推定放出量から、発電

用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に関する指針（昭和 50 年 5 月 13

日原子力委員会決定、平成 13 年 3 月 29 日原子力安全委員会一部改訂。

以下「線量目標値指針」という。）に基づき、放射性気体廃棄物の放出管

理目標値を次のとおり設定し、これを超えないように努める。 

放出管理目標値 

5.5×1012 Bq/y（希ガス） 

(2) 第 2 段階以降 

第 2 段階以降においては、処理に必要となる設備の機能を維持しなが

ら管理放出する。 

なお、第 2 段階における放射性気体廃棄物の管理については、第 1 段

階における放射能の調査及び評価の結果を踏まえ、第 2 段階に着手する

までに、また、第 3 段階以降においては、第 1 段階及び第 2 段階におけ

る放射能の調査及び評価の結果を踏まえ、原子炉周辺設備の解体撤去に

着手するまでに、それぞれ処理方法及び管理方法について定め、廃止措

置計画に反映して変更認可を受ける。 

 

2．放射性液体廃棄物の管理 

(1) 第 1 段階 

第 1 段階において発生する放射性液体廃棄物の主なものは、燃料取扱

及び貯蔵設備廃液、共通保修設備廃液、廃棄物処理設備廃液、建物ドレ

ン並びに洗濯廃液である。 

これらの放射性液体廃棄物の廃棄については、処理に必要となる設備

の機能を維持しながら処理を行うとともに、放出前には、あらかじめ廃

液モニタタンク又は洗濯廃液モニタタンクにおいてサンプリングし、放
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射性物質の濃度を測定する。また、排水中の放射性物質の濃度は、排水

モニタによって監視する。放射性液体廃棄物の管理に係る保安上必要な

措置については、保安規定に定めて実施する。 

第 1段階における放射性液体廃棄物の処理系統説明図を第 10-2図に示

す。 

第 1 段階において発生する放射性液体廃棄物の推定放出量から、線量

目標値指針に基づき、放射性液体廃棄物の放出管理目標値を次のとおり

設定し、これを超えないように努める。 

放出管理目標値 

4.7×108 Bq/y（トリチウムを除く） 

(2) 第 2 段階以降 

第 2 段階以降においては、処理に必要となる設備の機能を維持しなが

ら管理放出する。 

なお、第 2 段階における放射性液体廃棄物の管理については、第 1 段

階における放射能の調査及び評価の結果を踏まえ、第 2 段階に着手する

までに、また、第 3 段階以降については、第 1 段階及び第 2 段階におけ

る放射能の調査及び評価の結果を踏まえ、原子炉周辺設備の解体撤去に

着手するまでに、それぞれ処理方法及び管理方法について定め、廃止措

置計画に反映して変更認可を受ける。 

 

3．放射性固体廃棄物の管理 

3.1 放射性固体廃棄物の処理 

(1) 第 1 段階 

第 1 段階においては、廃液蒸発濃縮装置濃縮廃液、使用済樹脂、使用

済活性炭、雑固体廃棄物、使用済排気用フィルタ及び使用済制御棒集合

体等が発生する。 

これらのうち、廃液蒸発濃縮装置濃縮廃液及び使用済樹脂を固型化す
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るためのプラスチック固化装置については、今後使用せず、セメント固

化装置に更新する。プラスチック固化装置の更新範囲や新たに設置する

セメント固化装置の性能等、固化装置の更新に係る詳細な計画について

は、平成 32 年度までに廃止措置計画に反映して変更認可を受ける。 

したがって、第 1 段階において発生する廃液蒸発濃縮装置濃縮廃液及

び使用済樹脂については、廃液濃縮液タンク、粒状廃樹脂タンク又は粉

末廃樹脂タンクに貯蔵し、新たに設置するセメント固化装置による処理

を開始した後、固型化処理する。 

なお、第 1 段階において発生する廃液蒸発濃縮装置濃縮廃液及び使用

済樹脂の発生量が、廃液濃縮液タンク、粒状廃樹脂タンク又は粉末廃樹

脂タンクの貯蔵容量を超える場合には、セメント固化装置による固型化

処理が開始されるまでの期間、一時的に専用容器に保管し、管理する。

専用容器は JIS 規格に適合するドラム缶とし、材質は既設タンクと同様

にステンレス製とする。また、一時保管場所は、固体廃棄物処理設備が

設置されるメンテナンス・廃棄物処理建物内とし、堰による漏えいの拡

大防止措置及び漏えい検出器による漏えい監視を行う。 

使用済活性炭、雑固体廃棄物及び使用済排気用フィルタは、ドラム缶

等の容器に封入又は梱包する。また、圧縮可能な雑固体廃棄物はベイラ

にて圧縮処理し、ドラム詰にする。ドラム缶等の容器に封入又は梱包し

た固体廃棄物は、固体廃棄物貯蔵庫に保管する。 

炉心で照射された使用済制御棒集合体等は燃料池又は固体廃棄物貯蔵

プールに保管する。 

放射性固体廃棄物の保管量は、固体廃棄物貯蔵庫等の保管容量を超え

ないように管理する。放射性固体廃棄物の管理に係る保安上必要な措置

については、保安規定に定めて実施する。 

第 1段階における放射性固体廃棄物の処理系統説明図を第 10-3図に示

す。 



 

59 

(2) 第 2 段階以降 

第 2 段階において発生する放射性固体廃棄物の処理及び管理について

は、第 1 段階における放射能の調査及び評価の結果を踏まえ、第 2 段階

に着手するまでに、また、第 3 段階以降については、第 1 段階及び第 2

段階における放射能の調査及び評価の結果を踏まえ、原子炉周辺設備の

解体撤去に着手するまでに、それぞれ処理方法及び管理方法について定

め、廃止措置計画に反映して変更認可を受ける。 

 

3.2 放射性固体廃棄物の廃棄 

廃止措置期間中に発生する放射性固体廃棄物は、放射能レベルの比較的

高いもの（L1）、放射能レベルの比較的低いもの（L2）及び放射能レベル

の極めて低いもの（L3）に区分し、廃止措置の終了までに、それぞれの放

射能レベル区分に応じて廃棄事業者の廃棄施設に廃棄する。廃棄施設に廃

棄するまでの期間は、固体廃棄物貯蔵庫等で放射能レベル区分及び性状に

応じて、適切な方法で保管を行う。 

なお、放射性物質として扱う必要のないもの（CL）は、原子炉等規制法

に定める所定の手続を経て、可能な限り再生利用に供する。 

もんじゅにおける放射性固体廃棄物の貯蔵・保管状況（平成 29 年 6 月末

現在）を第 10-1 表に、第 1 段階において発生する放射性固体廃棄物の推定

発生量を第 10-2 表に、廃止措置期間全体にわたり発生する放射性固体廃棄

物の推定発生量を第 10-3 表に示す。ただし、廃止措置期間全体にわたり発

生する放射性固体廃棄物の放射能レベル区分ごとの推定発生量については、

第 1 段階及び第 2 段階における放射能の調査及び評価の結果を踏まえて評

価することとし、原子炉周辺設備の解体撤去に着手するまでに廃止措置計

画に反映して変更認可を受ける。  
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第 10-1 表 もんじゅにおける放射性固体廃棄物の貯蔵・保管状況 

（平成 29 年 6 月末現在） 

貯蔵・保管場所 放射性固体廃棄物の種類 貯蔵・保管量 

廃液濃縮液タンク 廃液蒸発濃縮装置濃縮廃液 約 5 m3 

粒状廃樹脂タンク 

使用済樹脂 

約 44 m3 

粉末廃樹脂タンク 約 7 m3 

固体廃棄物貯蔵庫 
ドラム缶 

プラスチック固化体 21 体 

雑固体廃棄物 
2,936 体 

その他 3,704 体相当 

固体廃棄物貯蔵プ

ール 

制御棒駆動機構上部案内管 3 体 

炉外中性子検出器 4 体 
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第 10-2 表 第 1 段階において発生する放射性固体廃棄物の推定発生量 

 

放射性固体廃棄物の種類 推定発生量 

廃液蒸発濃縮装置濃縮廃液 約 21 m3 

使用済樹脂 約 15 m3 

雑固体廃棄物※1 
可燃物：約 2,100 体※2 

不燃物：約 2,200 体※2 

使用済制御棒集合体 19 体 

※1：使用済活性炭及び使用済排気用フィルタを含む。 

なお、プラスチック固化装置をセメント固化装置に変更する際の廃

棄物は含まない。 

※2：ドラム缶換算 

 

 

 

第 10-3 表 廃止措置期間全体にわたり発生する 

放射性固体廃棄物の推定発生量 

 

放射性固体廃棄物 

（放射性物質として扱う必要のない 

ものを含む） 

推定発生量 

合計 約 26,700 トン※1 

 

※1：ナトリウムの処理・処分の方法については、燃料体の取出し完

了までに政府が結論を得る計画を踏まえて廃止措置計画に反

映することとし、推定発生量には含めていない。 
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十一 廃止措置の工程 

1．廃止措置の工程 

もんじゅの廃止措置については、原子炉等規制法に基づく本廃止措置計

画の認可以降、この廃止措置計画に基づき実施し、平成 59 年度で完了する

予定である。廃止措置の工程を第 11-1 図に示す。また、第 1 段階の工程を

第 11-2 図に示す。 

第 2 段階以降の詳細な工程については、廃止措置計画に反映して変更認

可を受ける。 

なお、第 1 段階の燃料取出しに係る工程については、安全性の確保を前

提に、可能な限り速やかに燃料体を取り出す工程としている。 

 

2．廃止措置の工程管理の方法と工程管理体制 

廃止措置作業を安全かつ計画的に遂行するため、1.の廃止措置の工程に

基づき、各作業、検査及び設備点検（以下「作業等」という。）の詳細工程

表を作成し、この詳細工程表に従い作業等の実施状況を確認し、管理する。 

工程管理体制については、工程管理を統括する責任者の下、各課長は作

業等の工程担当者を指名する。工程担当者は、関係課とその情報を共有す

るとともに必要な調整を行う。 

工程担当者間の情報共有と調整の結果、上記の工程表に影響する作業等

の遅延や変更を余儀なくされた場合、3．工程変更時の対応に定める対応を

行う。 

理事長は、マネジメントレビューにおいて、1.の廃止措置の工程におけ

る作業等の進捗状況を確認・評価し、もんじゅに必要な指示を行う。  

以上に示す廃止措置の工程管理については、保安規定に基づく品質マネ

ジメントシステム文書に定めて実施する。 

 

3．工程変更時の対応 
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工程表に変更が生じる場合、その変更による施設の安全性や他の作業等

への影響をもんじゅ内で確認する。 

また、上記によって第 11-2 図に示す第 1 段階の工程を大幅に変更する場

合は、廃止措置計画に反映して変更認可を受ける。 

 

4．施設定期検査の実施時期 

施設定期検査の実施時期を第 11-2 図に示す。 
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第 11-1 図 廃止措置の工程  

区
分

第1段階
燃料体取出し期間

第2段階
解体準備期間

第3段階
廃止措置期間Ⅰ

第4段階
廃止措置期間Ⅱ

年
度

H30
(2018)

～
H34

(2022)

H35
(2023)

～
H59

(2047)

主
な
実
施
事
項

燃料体の取出し

放射能の調査及び評価

水・蒸気系等発電設備の解体撤去

建物等解体撤去

ナトリウム機器の解体撤去

ナトリウム機器の解体準備

放射性固体廃棄物の処理・処分

注）使用済燃料の譲渡し及びナトリウムの処理・処分に係る計画については、燃料体の取出し完了までに政府が

結論を得る計画を踏まえ、反映する。 
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年度
平成29年度
(2017年度)

平成30年度
(2018年度)

平成31年度
(2019年度)

平成32年度
(2020年度)

平成33年度
(2021年度)

平成34年度
(2022年度)

第
1

段
階
に
お
け
る
主
な
作
業
及
び
点
検
並
び
に
施
設
定
期
検
査
の
実
施
時
期

燃料取扱設備
点検

燃料体の処理

炉外燃料貯蔵槽
→燃料池
(530体)

燃料体の取出し
原子炉容器→炉
外燃料貯蔵槽

(370体)

施設定期検査

設備点検

２次系ナトリウム
の抜取り

放射能の
調査及び評価

回転プラグ点検

燃料体の取出し完了

燃料処理設備点検

完了

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 11-2 図 第 1 段階の工程 
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